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令和６年度南房総市健全化判断比率等の審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定に

より、審査に付された令和６年度決算に基づく南房総市健全化判断比率及び資金不足比率

並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見を提出

します。 
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令和６年度南房総市健全化判断比率等審査意見 

 

第１ 基準に準拠している旨 

監査委員は、南房総市監査基準に準拠して審査を行った。 

第２ 審査の種類 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項に規定

する審査 

第３ 審査の対象 

１ 令和６年度決算に基づく健全化判断比率 

(1) 実質赤字比率 

(2) 連結実質赤字比率 

(3) 実質公債費比率 

(4) 将来負担比率 

２ 令和６年度決算に基づく資金不足比率 

３ 上記各比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

第４ 審査の着眼点 

審査は、提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事

項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

第５ 審査の主な実施内容 

審査に付された算定書類について、算定根拠資料との照合を行うほか、通常実施すべ

き審査を実施するとともに、関係職員の説明を聴取し審査を実施した。 

第６ 審査の期間 

令和７年７月２３日から令和７年８月８日まで 

第７ 審査の結果 

前記のとおり審査した限り、審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びに

それらの算定の基礎となる事項を記載した書類は、法令に適合し、かつ、正確であるも

のと認められた。 
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健全化判断比率及び資金不足比率 

１ 健全化判断比率 

区分 令和６年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率(%) － 12.79 20.00 

連結実質赤字比率(%) － 17.79 30.00 

実質公債費比率(%) 8.1 25.0 35.0 

将 来 負 担 比 率(%) － 350.0  

※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、黒字のため、将来負担比率は、マイナス

のため、それぞれ「－」と表示している。 

(1) 比率の状況 

実質赤字比率は、一般会計における実質収支が黒字となっているため、当該比率は

ない。 

連結実質赤字比率は、全会計における実質収支が黒字となっているため、当該比率

はない。 

実質公債費比率は、8.1％で、前年度に比較し 0.8ポイント改善し、早期健全化基準

を下回る結果となっている。改善した主な要因は、分子となる公債費が減となり、分

母となる市税が伸びたことなどによるものである。 

将来負担比率は、財政調整基金等の充当可能な財源が地方債残高等の将来負担額を

上回っており、実質的な将来負担はない。 

(2) 個別意見 

実質公債費比率は、「南房総市行財政改革方針２０１８（計画期間：平成３０年度～

令和７年度）」における令和７年度決算の目標値（10.0％未満）を下回っている。 

今後も市債の発行額を最小限に抑制し、市債残高が行財政改革方針の目標値を下回

るようにするとともに交付税算入率の高い有利な市債の借入に努められたい。 

２ 資金不足比率 

区分 令和６年度 経営健全化基準 

国保病院事業会計(%) － 20.0 

水 道 事 業 会 計(%) － 20.0 

※ 資金不足額が生じていないため、それぞれ「－」と表示している。 
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(1) 比率の状況 

各公営企業会計における資金の不足額がないため、当該比率はない。 

(2) 個別意見 

国保病院事業においては、医業収支を改善し、病院経営の安定化に努められたい。 

水道事業においては、施設の更新等に多額の資金需要が見込まれることから、経営

基盤の強化及び効率化に努められたい。 

３ 総合意見 

本市の財政健全化及び経営健全化については、いずれの指標においても引き続き健全

な状態にあると認められる。 

歳入については、市税収入のうち、個人市民税が定額減税分の回復、固定資産税が 

企業誘致の成果や法人の設備投資などにより、それぞれ増収となる見込みではあるが、

物価高騰の影響を今もなお受けており、個人所得の伸び悩みなどが懸念される中、長期

的には人口減少・少子高齢化による労働人口の減少など、歳入全体として増加は期待で

きない状況となっている。 

歳出については、急速に進む人口減少・少子高齢化やその他社会情勢の変化に伴う社

会保障関係費の増加、物価高騰などの対応に加え、公共施設の老朽化に伴う改修等によ

る支出額の増加、広域事業による施設の新設等に係る負担金の増額が見込まれることな

どから、引き続き、将来を見据えた持続可能な財政運営の確保に取り組んでいかなけれ

ばならない。 

また、令和７年度は、合併特例債の発行可能期間の最終年度となる。 

このことから、事業の選択と集中により、更なる合理化・効率化に取り組み、持続可

能な財政基盤の構築に努め、一層の財政健全化及び経営健全化が推進されることを期待

する。 
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【参考資料】 

１ 実質赤字比率の算定 

△ 1,042,540千円 (一般会計等の実質赤字額)
14,873,555千円 (標準財政規模)

＝－実質赤字比率
 

※ 一般会計等の実質赤字額のマイナスは、実質収支額が黒字であることを示している。 

２ 連結実質赤字比率の算定 

△ 3,866,943千円 (連結実質赤字額)
14,873,555千円 (標準財政規模)

＝－連結実質赤字比率
 

※ 連結実質赤字額のマイナスは、連結実質収支額が黒字であることを示している。 

３ 実質公債費比率の算定 

実質公債費比率
(地方債の
元利償還金)

＋
(準元利
償還金)

－ (特定財源) ＋
(元利償還金・準元利
償還金に係る基準
財政需要額算入額)

(単年度)
7.29423%

－

実質公債費比率 令和4年度
(3箇年平均) 令和5年度

8.1% 令和6年度

＝

(元利償還金・準元利償還金
に係る基準財政需要額算入額)

(標準財政規模)

3,707,846千円
14,873,555千円 2,823,079千円

2,828,856千円

8.53925%
8.54724%
7.29423%  

４ 将来負担比率の算定 

将来負担比率 (将来負担額) － (充当可能財源等)
27,472,875千円 41,645,938千円
14,873,555千円 2,823,079千円

(標準財政規模) －
(元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額)

＝－

 

５ 資金不足比率の算定 

(1) 国保病院事業会計 

△ 1,639,779千円 (資金の不足額)

483,695千円 (事業の規模)
＝－資金不足比率

 

※ 資金の不足額のマイナスは、資金が剰余であることを示している。 

(2) 水道事業会計  

△ 878,828千円 (資金の不足額)

790,528千円 (事業の規模)
＝－資金不足比率

 

※ 資金の不足額のマイナスは、資金が剰余であることを示している。 
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６ 一般会計等の実質収支額及び法適用企業の資金剰余額の推移 

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
千円 千円 千円 千円 千円

一般会計 1,853,363 1,113,050 1,254,518 1,382,217 1,042,540
国民健康保険特別会計 243,553 232,573 225,280 152,285 192,057
介護保険特別会計 222,093 220,402 229,194 50,708 89,174
後期高齢者医療特別会計 1,708 2,095 2,337 2,863 24,565
水道事業会計 799,421 1,144,425 1,035,026 1,072,104 878,828
国保病院事業会計 821,413 1,444,210 1,979,677 1,989,993 1,639,779

合計 3,941,551 4,156,755 4,726,032 4,650,170 3,866,943  

７ 標準財政規模の推移 

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 増減
千円 千円 千円 千円 千円 千円

標準税収入額等 5,125,163 5,003,317 5,182,879 5,251,414 5,556,666 305,252
普通交付税額 8,824,214 9,317,043 9,274,575 9,278,040 9,284,614 6,574
臨時財政対策債発行可能額 420,816 595,097 155,407 69,883 32,275 △37,608
標準財政規模 14,370,193 14,915,457 14,612,861 14,599,337 14,873,555 274,218  

８ 実質公債費比率の推移等 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度
％ ％ ％ ％ ％

実質公債費比率 8.1 8.8 8.9 8.9 8.1  

項目 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年 増減
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(1) 元利償還金 3,579,392 3,878,219 3,802,684 3,695,056 3,524,391 △170,665
(2) 準元利償還金 219,060 257,555 217,802 217,691 183,455 △34,236
(3) (1)+(2) 3,798,452 4,135,774 4,020,486 3,912,747 3,707,846 △204,901
(4) 特定財源 26,587 21,863 16,931 12,731 5,777 △6,954
(5) 基準財政需要額算入額※ 2,775,163 2,944,418 3,013,015 2,900,050 2,823,079 △76,971
(6) (4)+(5) 2,801,750 2,966,281 3,029,946 2,912,781 2,828,856 △83,925

分子　(3)-(6) 996,702 1,169,493 990,540 999,966 878,990 △120,976
(7) 標準財政規模 14,370,193 14,915,457 14,612,861 14,599,337 14,873,555 274,218

分母　(7)-(5) 11,595,030 11,971,039 11,599,846 11,699,287 12,050,476 351,189
※ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  

９ 将来負担額及び充当可能財源等の推移 

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 増減
千円 千円 千円 千円 千円 千円

将来負担額 31,231,177 30,015,426 27,858,187 27,509,775 27,472,875 △36,900
充当可能財源等 45,748,693 45,344,623 43,015,215 41,940,293 41,645,938 △294,355  


